
行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
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結
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次
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価
結
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○事業開始年度　平成4年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

13,287 13,287 13,045 13,732 33 33 33 33 25,000 26,000 26,000 26,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 30 32 33 26,000 26,000 26,000

10,315 10,315 10,000 10,726

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

2,972 2,972 3045 3,006 90.9% 97.0% 100.0% 104.0% 100.0% 100.0%

(0.70人) (0.70人) (0.70人) (0.70人)

○事業開始年度　昭和23年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

6,748 5,701 16,436 6,310 6 6 6 6 1,003 1,003 1,027 1,027

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 6 6 9 1,003 998 1,016

5,050 4,003 12,956 4,592

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,698 1,698 3,480 1,718 100.0% 100.0% 150.0% 100.0% 99.5% 98.9%

(0.40人) (0.40人) (0.80人) (0.40人)

○事業開始年度　昭和59年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

5,971 5,185 4,504 5,736 240,000 240,000 240,000 240,000 18 17 15

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 232,235 232,375 239,327 18 17 15

5,122 4,336 3,634 4,877

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 849 870 859 96.8% 96.8% 99.7% 100.0% 100.0% 100.0%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

○事業開始年度　昭和48年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

192,768 218,908 221,036 229,583 38 43 47 47 1,286,946 1,284,974 1,340,676 1,332,930

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 38 43 47 1,277,945 1,377,382 1,375,627

191,070 217,210 219,296 227,865

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,698 1,698 1,740 1,718 100.0% 100.0% 100.0% 99.3% 107.2% 102.6%

(0.40人) (0.40人) (0.40人) (0.40人)

○事業開始年度　昭和48年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

41,738 41,722 42,147 40,147 8 8 8 8 62 62 62 62

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 8 8 8 62 62 62

41,526 41,510 41,929 39,932

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

212 212 218 215 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(0.05人) (0.05人) (0.05人) (0.05人)

○事業開始年度　昭和23年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

180,107 179,905 180,938 181,960 250,000 250,000 250,000 250,000 250 250 250 250

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 202,955 294,920 223,524 202 294 218

178,409 178,207 179,198 180,242

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,698 1,698 1,740 1,718 81.2% 118.0% 89.4% 80.8% 117.6% 87.2%

(0.40人) (0.40人) (0.40人) (0.40人)

○事業開始年度　平成13年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

13,648 13,386 13,645 13,081 51 51 51 43 2,501 2,496 2,501 2,258

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 51 51 51 2,501 2,496 2,501

12,799 12,537 12,775 12,222

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 849 870 859 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

　市民の福祉に対する理解を深める
ために、市民、福祉関係団体、社会
福祉施設などが、催しを通じて交流
することは必要である。

Ａ Ａ

現状のまま継続

○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

フェスティバ
ルイベント
数

（単位：回）
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（単位：人）

○ ○1
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ベ
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ト
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フェスティバル
事業

国
補
助

地域福祉課

【概　 要】多くの市民並びに各福祉関係団体や社会福祉施設が多
彩な催しを通して相互に交流し、福祉に対する関心と理解を深
め、地域福祉を推進する。
【対象者】一般市民
【具体的な活動内容】
・ふれあいコンサート
・わくわくバザー
・福祉関係団体による模擬店
・障害者（児）とのスポーツ交流

現状のまま継続

Ａ

　民生委員の活動に役立つ幅広い
知識の習得及び委員の資質向上の
ために必要な事業である。2

そ
の
他

民生委員・児
童委員指導事
業

市
単

【概　 要】本事業は、社会全体に対して奉仕の精神をもって活動を
行う民生委員児童委員として適任者の選考を行うとともに、当該
委員に対し資質向上のための指導を行うものである。
【対象者】民生委員・児童委員
【具体的な活動内容】
　民生委員児童委員は、地域住民の相談に応じ、助言、その他の
援助や各種調査及び情報の提供など本市福祉行政の業務への
協力を行うとともに、各種関係団体との連携を通じて地域社会へ
の福祉増進のための支援活動を行っている。

地域福祉課
○ ○ ○

○○ ◎ ◎ ○

◎ ◎ Ａ◎○ ○ ○

民生委員推
薦会の実施
回数

（単位：回）

民生委員数

（単位：人）

○

3
そ
の
他

市民奉仕活動
賠償傷害保険

市
単地域福祉課

【概　 要】奉仕活動を行う住民団体の参加者が過失により第三者
に損害を与え、法律上の責任を負う場合や、参加者が負傷（死
亡）した場合にその補償を行う。
【対象者】活動拠点を市内に有し、年2回以上の奉仕活動を行う5
人以上で構成される団体
【具体的な活動内容】
・事故が発生した時の損害保険会社等との事務連絡

加入者数

（単位：人）

保険適用件
数

（単位：件）

○

　市民が安心して奉仕活動に参加で
きるようにするために必要な事業で
ある。Ａ Ａ

現状のまま継続

○ ○○ ○

4

助
成
・
育
成

市社会福祉協
議会補助事業

市
単地域福祉課

【概　 要】社会福祉法第１０９条に基づき、地域福祉を推進するこ
とを目的として設置された市社会福祉協議会に対し、人件費等の
助成として補助金を交付しているもの。
【対象者】市社会福祉協議会の本部事務職員や各支部職員、ｺﾐｭ
ﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの職員等（47人分）。
【具体的な活動内容】
　市社会福祉協議会の本部事務職員や各支部職員、ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝ
ﾀｰ、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの職員等の人件費及び事務費を補助する。

補助対象の
人員数

（単位：人）

市社協総事
業費

（単位：千
円）

○ ○ ○◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

　福祉活動運営のために助成するこ
とは必要であるが、将来的には、より
効果的で効率的な助成のあり方につ
いて研究する必要がある。

Ａ Ａ

現状のまま継続

5

助
成
・
育
成

社会事業協会
補助事業

市
単地域福祉課

【概　 要】鹿児島市社会事業協会の本部事務局運営に要する経
費の一部を補助する。（当該団体は、保育所や地域福祉館など計
６２施設を運営している。）
【対象者】当該団体の本部事務局の職員（８人分）
【具体的な活動内容】
　本部事務局の職員費（８人分）及び事務費を補助する。

補助対象の
人員数

（単位：人）

運営施設数

（単位：箇
所）

○ ○ ○○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎

　福祉活動運営のために助成するこ
とは必要であるが、将来的には、より
効果的で効率的な助成のあり方につ
いて研究する必要がある。

Ａ Ａ

現状のまま継続

6

助
成
・
育
成

民生委員児童
委員活動促進
事業

市
単地域福祉課

【概　 要】民生委員・児童委員は地域住民の相談に応じ、助言そ
の他の援助を行うとともに、各種調査及び情報の提供など本市福
祉行政への協力を行う。本事業は、民生委員・児童委員及び地区
民児協に対して、その活動・運営に必要な費用を交付する。
【対象者】民生委員・児童委員
【具体的な活動内容】
・地区民児協研修助成金（委員割3,000円・地区割40,000円）、
・委員調査活動費交付金（会長191,000円・副会長161,000円・委
員155,000円）等

○ ○ ○

活動件数

（単位：件）

委員1人当
たりの活動
件数

（単位：件）

○ ○ ◎ ◎ ○ ○ Ａ Ａ

現状のまま継続

◎

7

助
成
・
育
成

市民児協事務
局運営費助成
事業

市
単地域福祉課

【概　 要】本市福祉行政の協力者として地域住民の福祉増進のた
め、積極的な奉仕活動を行っている民生委員・児童委員が、相互
の連携及び地区民児協との連携と委員活動の充実を図ることを
目的として組織している市民児協に対して、その事務局運営に必
要な費用を助成するものである。
【対象者】市民生委員児童委員協議会
【具体的な活動内容】
　総会（年1回）、地区民児協会長会（年12回）、役員会（年12回）、
理事会（年2回）、専門部代表者会（年2回×4部会）、専門部役員
会（年2回×4部会）

○ ○ ○

会議開催回
数

（単位：回）

出席者数

（単位：人）

◎ ○ ○ ◎ ○ ○ Ａ Ａ

現状のまま継続

○

評価理由

　民生委員・児童委員は、地域福祉
の向上に重要な役割を担っており、
その活動を促進するために、市民生
委員児童委員協議会に運営費を助
成することは必要である。

　民生委員・児童委員は、地域福祉
の向上に重要な役割を担っており、
その活動を促進するために、活動費
用に対して助成することは必要であ
る。

事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

1/13



行　政　評　価　（　継　続　事　業　）
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評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　平成16年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

4,605 31,008 27,864 52,697 2 2 6 6 6 46

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 2 2 6 6

360 14,028 10,464 35,521

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

4,245 16,980 17,400 17,176 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(1.00人) (4.00人) (4.00人) (4.00人)

○事業開始年度　昭和48年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

13,614 19,727 17,778 16,611 57 66 50 17 805,995 819,970 839,580 848,533

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 57 66 50 819,970 839,580 848,533

11,491 17,604 15,603 14,464

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

2,123 2,123 2,175 2,147 100.0% 100.0% 100.0% 101.7% 102.4% 101.1%

(0.50人) (0.50人) (0.50人) (0.50人)

○事業開始年度　平成17年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

5,948 9,742 5,118 4,815 5 4 6 1 80,000 80,000 80,000 80,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 5 4 6 86,975 75,546 79,355

5,736 9,530 4,900 4,600

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

212 212 218 215 100.0% 100.0% 100.0% 108.7% 94.4% 99.2%

(0.05人) (0.05人) (0.05人) (0.05人)

○事業開始年度　昭和49年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,438 2,294 2,022 116,110 38 38 38 68 130 130 130 160

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 38 38 38 176 115 131

1,589 1,445 1,152 113,534

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 849 870 2,576 100.0% 100.0% 100.0% 135.4% 88.5% 100.8%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.60人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

0 7,105 5,581 8,346 1 1

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 1

2,860 1,231 4,052

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

0 4,245 4,350 4,294 100.0%

(1.00人) (1.00人) (1.00人)

○事業開始年度　平成8年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

42,005 41,904 43,493 45,004 10 10 10 10 3,847 3,725 3,376 3,469

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 10 10 10 3,514 3,440 3,215

37,760 37,659 39,143 40,710

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 4,245 4,245 4,350 4,294 100.0% 100.0% 100.0% 91.3% 92.3% 95.2%

(1.00人) (1.00人) (1.00人) (1.00人)

○事業開始年度　平成13年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

84,425 72,091 60,435 50,429 8 8 6 5 152 152 114 95

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 8 6 6 123 124 86

84,000 71,666 60,000 50,000

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 75.0% 100.0% 80.9% 81.6% 75.4%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

　永住帰国した中国残留邦人等の老
後の生活の安定や地域での生き生
きとした暮らしを実現するため、生活
支援金等の給付や支援・相談員の
配置、日本語の習得などの支援は
必要である。

Ａ Ａ

現状のまま継続

○ ○◎ ◎ ○ ○ ○ ○

日本語講座

（単位：回）

受講者数
(延べ）

（単位：人）

○ ○11
そ
の
他

中国残留邦人
等支援事業

国
補
助

地域福祉課

【概　 要】永住帰国した中国残留邦人等（樺太残留邦人を含む）に
対し、老後の生活の安定、地域での生き生きとした暮らしを実現
するため、生活支援給付金等の給付、支援・相談員の配置及び
日本語の習得など必要な支援を行うとともに、永年の労をねぎらう
ために慰労金を支給する。
【対象者】中国残留邦人等
【具体的な活動内容】
・支援給付の支給（新規：生活保護からの移行等による）　・中国
語のできる支援・相談員の配置（新規）　・地域社会における生活
支援（日本語講座の実施　など）（拡充）

8

市
民
参
画

地域福祉推進
事業

市
単地域福祉課

地域福祉支
援員配置数

（単位：人）

地域福祉
ネットワーク
活動地区数

（単位：地
区）

○ ◎ Ａ Ａ

現状のまま継続

○ ◎

◎ ○

【概　 要】地域福祉計画に基づき、地域でお互いに支えあい助け
あう仕組みを整えることで、安心して健康に暮らせる地域社会の
実現を図る。20年度は地域福祉支援員を増員し、全市域を対象に
地域福祉ネットワークの構築を進めている。
【対象者】地域福祉活動団体、一般市民
【具体的な活動内容】
　地域福祉館等を拠点とした地域福祉ネットワークの構築（地域福
祉支援員の配置、地域福祉館の拠点性向上等）、地域福祉計画
推進委員会、地域福祉計画地区福祉推進会議、福祉マップ作成
補助

○

○ ○ ◎

整備件数

（単位：件）

利用者数

（単位：人）

○

○ ○ ◎◎ ◎

9

施
設
維
持
・
管
理

地域福祉館
施設整備事業

市
単地域福祉課

【概　 要】地域住民の福祉増進に寄与するため設置している地域
福祉館のうち、老朽化や破損が著しい施設の改修を行うことで、
市民サービスの向上を図る。
【対象者】一般市民
【具体的な活動内容】
・17年度　松原福祉館会議室設置本体その他工事　ほか５６件
・18年度　桜ヶ丘福祉館漏水修繕　ほか６５件
・19年度　八幡福祉館冷暖房設備改修工事　ほか４９件
・20年度　田上台福祉館冷暖房設備改修工事　ほか１６件

Ａ Ａ○ ○ ○ ○

10

施
設
維
持
・
管
理

市福祉ｺﾐｭﾆﾃｨ
ｾﾝﾀｰ施設改
修補助事業

市
単地域福祉課

【概　 要】昭和54年に建設された福祉コミュニティセンターの老朽
化が進んでいることから、市社協が行う施設改修の経費の一部を
補助する。
【対象者】市社会福祉協議会
【具体的な活動内容】
　高齢者や障害者の福祉向上及び地域福祉活動の拠点として利
用されている福祉コミュニティセンターは、建築後28年が経過し老
朽化が進行しているため、市社協が行う改修・修繕に対し、その
経費の一部を補助する。

○ ○ ○

改修箇所数

（単位：箇
所）

利用者数

（単位：人）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ Ａ Ａ

現状のまま継続

○

現状のまま継続

Ａ

　障害者施策の計画的な推進のた
め必要な事業である。

現状のまま継続

　高齢者や障害者の福祉向上及び
地域福祉活動の拠点として利用され
ており、同団体の自主財源だけでは
施設修繕が困難であることから、必
要な助成である。

　福祉館は、地域住民の福祉増進に
寄与しており、老朽化等に伴う施設・
設備の改修等は必要である。

　地域福祉館等を拠点とした地域福
祉ネットワークの構築は、地域でお
互いに支えあい助けあう仕組みを整
え、安心して健康に暮らせる地域社
会の実現を図るために必要である。

12
そ
の
他

障害福祉計画
策定・管理事
業

市
単

【概　 要】「鹿児島市障害福祉計画」を策定し、管理するとともに、
平成１６年３月に策定した障害者施策の基本計画である「新障害
者福祉保健計画」の見直し及び管理を行う。
【対象者】一般市民、障害関連事業者
【具体的な活動内容】
　「鹿児島市障害福祉計画」は、障害者施策を推進する基本理念
等を定めた「新障害者福祉保健計画」の実施計画と位置づけ、障
害者自立支援法に規定する「障害福祉サービス、相談支援及び
地域生活支援事業の提供体制の確保のための方策」等を定め
る。

障害者福祉
課

◎

障害福祉計
画の策定

（単位：計
画）

障害者施策
の推進

◎ ◎ ◎◎ ◎ － Ａ◎ ◎ ◎

13

助
成
・
育
成

社会参加促進
事業

国
・
県
補
助

障害者福祉
課

【概　 要】障害者の社会参加を促進するため各種事業を実施す
る。
【対象者】障害者・疾病者
【具体的な活動内容】
・手話奉仕員養成、手話通訳者設置、自動車運転免許取得費助
成・自動車改造費助成、スポーツ大会開催、手話通訳者等派遣
事業等の事業を実施する。

社会参加事
業の事業数

（単位：事
業）

スポーツ大
会の参加者
等数

（単位：件）

◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

　コミュニケーション支援や障害者ス
ポーツの支援を行うことは、障害者
の社会参加を効果的に推進していく
ため必要な事業である。

Ａ Ａ

現状のまま継続

14

助
成
・
育
成

障害者小規模
通所授産施設
運営費補助事
業

国
補
助

障害者福祉
課

【概　 要】社会福祉法人が設置し、経営する小規模通所授産施設
の運営に対し、補助金を交付する。
【対象者】社会福祉法人が設置し、経営する小規模通所授産施設
【具体的な活動内容】
・運営費の一部を補助する。限度額：1箇所当たり年間1,000万円
※障害者自立支援法の成立に伴う障害者施設・事業の見直しに
より、平成24年3月末までに事業は終了する。現在事業を実施し
ている者は、障害者自立支援法に規定された障害福祉サービス
の事業に事業形態を移行させることとなっている。

補助対象施
設数

（単位：箇
所）

利用者数

（単位：人）

◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

　小規模な通所授産施設の経営安
定化に寄与しているため必要な事業
である。Ａ Ａ

現状のまま継続
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　昭和55年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

121,686 118,683 97,083 102,672 24 22 22 15 234 222 196 164

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 24 22 18 245 210 198

117,441 114,438 92,733 98,378

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

4,245 4,245 4,350 4,294 100.0% 100.0% 81.8% 104.7% 94.6% 101.0%

(1.00人) (1.00人) (1.00人) (1.00人)

○事業開始年度　平成5年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

3,135 3,055 2,921 3,202 133 129 122 114

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 129 122 114

2,710 2,630 2,486 2,773

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 97.0% 94.6% 93.4%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成4年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

59,466 66,328 71,507 61,255 466,192 486,440 524,567 556,516 264,183 266,323 287,123 283,528

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 468,952 511,985 547,126 276,857 311,373 335,003

58,192 65,054 70,202 59,967

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,274 1,274 1,305 1,288 100.6% 105.3% 104.3% 104.8% 116.9% 116.7%

(0.30人) (0.30人) (0.30人) (0.30人)

○事業開始年度　昭和46年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

168,102 231,002 262,687 267,936 12,820 12,516 13,651 14,330 148,098 226,056 254,085 259,653

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 11,938 12,998 13,605 140,346 226,055 254,084

166,828 229,728 261,382 266,648

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,274 1,274 1,305 1,288 93.1% 103.9% 99.7% 94.8% 100.0% 100.0%

(0.30人) (0.30人) (0.30人) (0.30人)

○事業開始年度　平成9年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

4,203 5,638 4,516 5,451 203 223 236 224 203 223 236 224

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 236 227 205 236 227 205

3,354 4,789 3,646 4,592

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 849 870 859 116.3% 101.8% 86.9% 116.3% 101.8% 86.9%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

○事業開始年度　平成6年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

812 812 818 815 2 2 2 2 1,500 1,500 1,500 1,500

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 2 2 2 1,500 1,300 1,350

600 600 600 600

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

212 212 218 215 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 86.7% 90.0%

(0.05人) (0.05人) (0.05人) (0.05人)

○事業開始年度　平成8年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

743 736 774 806 75 89 112 101 533 648 800 720

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 95 93 97 658 651 687

658 651 687 720

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 85 85 87 86 126.7% 104.5% 86.6% 123.5% 100.5% 85.9%

(0.02人) (0.02人) (0.02人) (0.02人)

15

助
成
・
育
成

障害者通所援
護事業補助事
業

市
単障害者福祉

課

【概　 要】社会福祉法人等が実施する障害者の通所援護事業（小
規模作業所）に対し運営費の一部を補助する。
【対象者】小規模作業所を運営する社会福祉法人等
【具体的な活動内容】
運営状況の確認、補助金の交付事務
補助限度額　・基準額　年額4,186千円又は5,194千円
・介護加算　143千円／療育手帳の交付者
・家賃加算　年額600千円

事業所数

（単位：箇
所）

利用者数

（単位：人）

◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

　障害者が地域で普通に暮らせる社
会を目指すため、障害者が地域で活
動する拠点である小規模作業所に
補助し、経営の安定を図る必要があ
る。

Ａ Ａ

現状のまま継続

16

助
成
・
育
成

身体障害者福
祉電話設置事
業

市
単障害者福祉

課

【概　 要】重度身体障害者のコミュニケーション及び緊急連絡の手
段として福祉電話を貸与し、ＮＴＴに電話基本料金を支払う。
【対象者】重度身体障害者（１，２級）で外出困難な者
【具体的な活動内容】
　福祉電話を貸与し、電話基本料金を支払う。

電話の貸与
台数

（単位：台）

重度障害者
の福祉増進

◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

　重度身体障害者が安心して生活す
るため、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ及び緊急連絡の
手段を確保する必要な事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

17

助
成
・
育
成

友愛タクシー
券交付事業

市
単障害者福祉

課

【概　 要】電車、バスを利用することが困難な重度障害者に対して
タクシー券を交付する。
【対象者】身体障害者：視覚１・２級、下肢１～４級（４級は６５歳以
上）、体幹１～３級、内部１級、知的障害者：A１、A２、A、精神障害
者：１級
【具体的な活動内容】
　対象となる障害者に１年間に14,000円（200円券×７０枚）分のタ
クシー券を交付する。ただし、年度途中で申請した場合は、申請
月に応じた枚数とする。

タクシー券
総交付枚数

（単位：枚）

タクシー券
利用枚数

（単位：枚）

◎ ◎ ○◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

　外出困難な重度障害者の生活の
利便や社会参加を促進するために
必要な事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

18

助
成
・
育
成

友愛パス交付
事業

市
単障害者福祉

課

【概　 要】障害者の生活の利便及び社会参加を促進するため、市
電・バスに無料で乗れる乗車券を交付する。
【対象者】障害者等
【具体的な活動内容】
　市電、市バス(本市内域での乗降に限る）、桜島フェリーを無料で
利用できる友愛パス(ICカード)を障害者等に交付する。

交付人数

（単位：人）

負担金の額

（単位：千
円）

◎ ◎ ○◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

　障害者の生活の利便が図られると
ともに、障害者の社会参加の促進に
つながることから必要な事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

19

助
成
・
育
成

ゆうあい福祉
バス運行事業

市
単障害者福祉

課

【概　 要】障害者の各種講習会、研修会、スポーツ、レクリエーショ
ン等への参加を容易にするため、障害者グループ等の要請に基
づき、ゆうあい福祉バス（リフト付きバス）の運行サービスを実施
し、障害者の社会参加の促進に役立てる。
【対象者】障害者団体等（身体、知的、精神）
【具体的な活動内容】
　ゆうあい福祉バスの運行（1台）
・リフト付バス　定員25人（車いすを2台固定した場合は定員23人）
・利用料金は無料

運行回数

（単位：回）

利用グルー
プ数

（単位：グ
ループ）

○ ○ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

　障害者団体等の活動を支援するこ
とによって、障害者の社会参加を促
進するため必要な事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

20

助
成
・
育
成

ゆうあい館交
流事業補助金

市
単障害者福祉

課

【概　 要】市心身障害者総合福祉センター（ゆうあい館）で行われ
る交流事業に対して補助金を交付し、社会参加、福祉の増進に寄
与する。
【対象者】障害・疾病者
【具体的な活動内容】
　ゆうあい館交流事業実行委員会の実施する、ゆうあい館夏まつ
り（8月）及びふれあいロードショー（3月）の開催経費に対し、補助
金を交付する。

事業の実施
回数

（単位：回）

参加者数

（単位：人）

◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

　交流事業は障害者の社会参加と福
祉の増進に寄与しており、事業実施
のために運営費の補助は必要であ
る。

Ａ Ａ

現状のまま継続

21

助
成
・
育
成

重度身体障害
者ガソリン代
等助成事業

市
単障害者福祉

課

【概　 要】重度身体障害者のうち、自ら自動車を運転することによ
り社会参加が可能で、かつ低所得者に対し、自動車の燃料費の
一部を助成することで社会参加を容易にし、自立を促進する。
【対象者】次の①と②の両方にあてはまる方
①身体障害者手帳の下肢または体幹機能障害の１～２級の交付
を受けている者
②前年分の所得税が非課税で、生活保護を受けていない者
【具体的な活動内容】自動車の燃料購入費の一部助成
ガソリン使用車　・・・　４０円／Ｌ（限度助成量：１８０Ｌ）
軽油使用車　　　・・・　１８円／Ｌ（限度助成量：１８０Ｌ）

ガソリン代
助成人数

（単位：人）

助成額

（単位：千
円）

◎ ◎ －◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

　重度身体障害者の経済的負担の
軽減を図るものであり、社会参加を
容易にし、自立を促進するため必要
な事業である。

Ａ Ａ

現状のまま継続
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　平成元年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

4,723 14,924 9,993 9,982 1 3 3 2 2,420 5,955 3,680 3,600

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 1 3 2 2,600 6,367 3,928

4,681 14,117 9,166 9,166

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

42 807 827 816 100.0% 100.0% 66.7% 107.4% 106.9% 106.7%

(0.01人) (0.19人) (0.19人) (0.19人)

○事業開始年度　昭和42年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

35,658 28,973 31,604 30,009 2,594 2,600 2,700 2,800 1,500 1,860 2,058 2,278

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 2,501 2,651 2,814 1,691 1,871 2,071

13,924 13,436 15,683 14,293

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

21,734 15,537 15,921 15,716 96.4% 102.0% 104.2% 112.7% 100.6% 100.6%

(5.12人) (3.66人) (3.66人) (3.66人)

○事業開始年度　昭和50年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

292 547 555 551 113 111 122 134 6 3 3 3

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 101 108 122 4 2 3

250 250 250 250

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

42 297 305 301 89.4% 97.3% 100.0% 66.7% 66.7% 100.0%

(0.01人) (0.07人) (0.07人) (0.07人)

○事業開始年度　平成15年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,076 1,978 2,346 2,002 3 3 3 3 1,700 1,700 1,900 1,700

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 3 3 3 1,431 1,620 1,528

336 365 693 370

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,740 1,613 1,653 1,632 100.0% 100.0% 100.0% 84.2% 95.3% 80.4%

(0.41人) (0.38人) (0.38人) (0.38人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

0 6,665 5,902 7,026 2,148 2,006 1,964 2 2 6

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 2,029 1,649 1 6

6,028 5,249 6,382

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

保健予防課 0 637 653 644 94.5% 82.2% 50.0% 300.0%

(0.15人) (0.15人) (0.15人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

0 41,965 89,827 91,780 2,392 3,637 3,456

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 1,751 3,629

40,904 87,652 89,633

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

保健予防課 0 1,061 2,175 2,147 73.2% 99.8%

谷山福祉課 (0.25人) (0.50人) (0.50人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

0 70,880 140,189 124,059 28,789 47,212 49,085

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 20,425 43,926

69,606 137,709 121,611

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

保健予防課 0 1,274 2,480 2,448 70.9% 93.0%

(0.30人) (0.57人) (0.57人)

　精神障害者の地域社会への積極
的な参加を促進するために必要な事
業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

○ ○◎ ○ ○ ◎ ◎ ○

心で描く絵
画展、交流
会等開催回
数

（単位：回）

心で描く絵
画展、交流
会等来所者
数

（単位：人）
○ ○25

助
成
・
育
成

精神障害者ふ
れあい交流事
業

国
・
県
補
助

保健予防課

【概　 要】精神障害者の地域社会への積極的な参加を促進するた
め、スポーツ、レクリエーション、文化活動等の機会の充実を図る
とともに、精神保健福祉ボランティア団体が開設する「いこいの部
屋」の運営費を助成する。
【対象者】一般市民
【具体的な活動内容】
・心で描く絵画展、ふれあい交流会、ふれあいスポーツ大会の開
催
・精神障害者が集い、地域の人々と交流できる「いこいの部屋」の
運営費を助成　補助金額280千円（うち国1/2、県1/4、市1/4）

　精神障害者やその家族の福祉の
向上と精神障害者の社会復帰の促
進を図るために必要な事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

○ ○◎ ◎ ○ ○ ○ ○

加入世帯数

（単位：世
帯）

交流会の開
催回数

（単位：回）

○ ○24

助
成
・
育
成

精神保健団体
補助事業

国
・
県
補
助

保健予防課

【概　 要】精神障害者やその家族の福祉の向上と精神障害者の
社会復帰の促進を図るとともに、精神障害者への社会的理解を
促進する。
【対象者】鹿児島市精神障害者家族会連絡協議会
【具体的な活動内容】
　鹿児島市精神障害者家族会連絡協議会が実施する交流会、研
修、講座及びボランティア活動などの事業に対し、補助金を交付
する。
補助金交付額250千円（うち国1/2、県1/4、市1/4）

　精神保健に関する相談は増加傾向
にあることから、各種相談や助言指
導等を通して精神障害の早期発見・
早期治療を図るために必要な事業で
ある。

Ａ Ａ

現状のまま継続

◎ －◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

精神障害者
保健福祉手
帳の所持者
数

（単位：人）

訪問指導者
数

（単位：人）

◎ ◎23

市
民
サ
ー

ビ
ス

精神保健推進
事業

市
単保健予防課

【概　 要】市民の精神的健康の保持・増進を図り、精神障害の早
期発見・早期治療に努める。
【対象者】一般市民
【具体的な活動内容】
・精神保健に関する相談及び訪問指導
・精神保健に関わる教室の開催
・精神保健デイケアの実施
・精神障害者保健福祉手帳の申請・届出の受理
・ボランティアグループ養成講座の実施
・小規模作業所、精神障害者家族会の運営に対する助言指導

　精神障害者小規模作業所は、精神
障害者が社会復帰に向けた訓練を
行うための場として重要であり、障害
者福祉の増進を図るために必要な
事業である。

Ａ Ａ

現状のまま継続

◎ ○◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

箇所数

（単位：箇
所）

延利用人員

（単位：人）

◎ ◎22

助
成
・
育
成

精神障害者小
規模作業所運
営費補助事業

市
単保健予防課

【概　 要】小規模作業所の運営経費の一部を補助することにより、
作業所の運営の安定化を図り、精神障害者の社会復帰を促進す
る。
【対象者】小規模作業所の設置運営者
【具体的な活動内容】次に掲げる額の合計額を助成する。
・基準額　１日当たり利用者が5人～9人の作業所　年額4,186千円
　　　　　　 1日当たり利用者が10人以上の作業所　年額5,194千円
・介護加算　利用者のうち、療育手帳の交付を受けている者の数
に143千円を乗じて得た額
・家賃加算　補助率1/2　限度額600千円（年額）

　創作活動などの様々なサービスを
提供することにより、障害者等の自
立促進や交流促進につながっている
ことから必要な事業である。

◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】障害のある人が通い、創作的活動又は生産活動の提
供、社会との交流の促進等の便宜を図る。
【対象者】身体障害者、知的障害者、精神障害者
【具体的な活動内容】「Ⅰ型」　専門職員を配置し、医療・福祉及び
地域の社会基盤との連携強化の調整、障害に対する理解促進を
図るための普及啓発等の事業を実施する。
　「Ⅱ型」　地域において雇用・就労が困難な在宅障害者に対し、
機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを提供する。
　「Ⅲ型」　創作的活動、生産活動、社会との交流の促進等の事業
を実施する。

◎ ◎ ◎

国
・
県
補
助

延利用者数

（単位：人）

障害者の社
会参加の促
進

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎28

助
成
・
育
成

地域活動支援
センター事業 障害者福祉

課

　障害者の外出支援や代読支援を
行うことは、障害者の社会参加と自
立を促進するために必要な事業であ
る。

◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】屋外での移動に困難がある障害者（児）に対し外出のた
めの支援を行う。また、外出先での支援、視覚障害者に対する代
読支援も行う。
【対象者】身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児
【具体的な活動内容】
　基本時間　１５時間／月（個別事情に応じ追加）
　基準単価　身体介護を伴う　　　　４，０００円／時間
　　　　　　　　身体介護を伴わない　１，５００円／時間
　利用者負担　５％（生保無料）

◎ ◎ ◎

国
・
県
補
助

延利用者数

（単位：人）

障害者の社
会参加の促
進

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎27

助
成
・
育
成

移動支援事業
障害者福祉

課

　障害者の社会復帰の促進を図るた
め、自立訓練等を支援することは必
要である。－ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】就労移行支援、自立訓練及び更生訓練を受けている者
に対し更生訓練費を支給する。また、就労移行支援、自立訓練及
び更生訓練を終了し、就職又は自営により自立する者に対し就職
支度金を支給し、社会復帰の促進を図る。
【対象者】身体障害者、知的障害者、精神障害者
【具体的な活動内容】
基準単価（月の利用日数が15日以上）　3,150円/月
　　　　　  （月の利用日数が15日未満）　1,600円/月
通所費用（実費と比較し低い方）　　　　    280円/月
就職支度金　36千円　など

◎ ◎ ○

国
・
県
補
助

更生訓練費
延支給人員

（単位：人）

就職支度金
支給人員

（単位：人）

○ ◎○ ◎ ◎ ◎26

助
成
・
育
成

更生訓練費等
支給事業 障害者福祉

課
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　平成9年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

28,334 29,727 23,460 25,797 76 67 57 57

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 58 59 55

27,273 28,666 22,372 24,723

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 1,061 1,061 1,088 1,074 76.3% 88.1% 96.5%

(0.25人) (0.25人) (0.25人) (0.25人)

○事業開始年度　平成9年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

488 337 395 423 36 18 20 15

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 28 10 13

276 125 177 208

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 212 212 218 215 77.8% 55.6% 65.0%

(0.05人) (0.05人) (0.05人) (0.05人)

○事業開始年度　平成10年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

9,981 16,181 16,202 16,191 4 4 4 30

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 4 4 4

9,132 15,332 15,332 15,332

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 849 870 859 100.0% 100.0% 100.0%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

0 21,412 42,646 66,435 8 8 8 6,248 15,405 13,900

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 8 8 6,614 13,869

18,653 36,860 60,724

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

保健予防課 0 2,759 5,786 5,711 100.0% 100.0% 105.9% 90.0%

(0.65人) (1.33人) (1.33人)

○事業開始年度　平成8年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,380 2,682 2,683 2,710 75 75 75 75 6,000 6,000 6,000 6,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 75 75 75 5,945 5,545 5,753

1,531 1,833 1,813 1,851

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 849 870 859 100.0% 100.0% 100.0% 99.1% 92.4% 95.9%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

○事業開始年度　平成15年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

119 118 118 158 6 5 4 4 250 260 280 280

（理由）

健康福祉局 （内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

保健所 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 3 3 3 325 261 206

保健予防課 77 76 74 115

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

42 42 44 43 50.0% 60.0% 75.0% 130.0% 100.4% 73.6%

(0.01人) (0.01人) (0.01人) (0.01人)

○事業開始年度　昭和43年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,083 2,083 2,093 2,887 1 1 1 1 1,500 1,500 1,500 1,500

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 1 1 1 1,232 1,319 1,382

1,658 1,658 1,658 2,458

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 100.0% 100.0% 82.1% 87.9% 92.1%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

　精神障害者又はその家族による相
談事業を行うことで、障害者やその
家族がより相談を求め易くするため
に必要な事業である

Ａ Ａ

現状のまま継続

◎ ○○ ○ ◎ ◎ ◎ ○

精神障害者
相談員数

（単位：人）

相談件数

（単位：件）

○ ◎34
相
談

精神障害者相
談事業

市
単

【概　 要】精神障害者又はその家族が、当事者又はその家族から
の社会復帰等の相談に応じ、必要な助言、支援を行う。
【対象者】精神障害者及びその家族
【具体的な活動内容】
・鹿児島市精神障害者家族会連絡協議会からの推薦により適当
と認められる者を精神障害者相談員として登録し、相談事業を委
託する。
・相談員を対象にした研修を実施する。

　聴覚障害者の不安や悩みを解消
し、自立と社会参加を促すために必
要な事業である。－ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】市内に居住する聴覚障害者の各種行政手続、生活相談
等に応じ、適切な助言指導を行い、その自立と社会参加の促進を
図る。
【対象者】聴覚障害者
【具体的な活動内容】
　市役所本庁のろうあ相談室で職業、生活、結婚、教育、施設、医
療、手帳などの相談に応じている。

◎ ◎ ◎
市
単

相談員数

（単位：人）

相談件数

（単位：件）

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎35
相
談

ろうあ者福祉
相談員設置事
業

障害者福祉
課

　障害者及びその家族が直接相談
者になることにより、障害及び障害
者の抱える問題に的確に支援・助言
ができることから、必要な事業であ
る。

－ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】原則として身体障害者のうちから適当と認められる者、
並びに主に知的障害者の保護者である者のうちから適当と認めら
れる者に対し、身体障害者、及び知的障害者の更生援護に関す
る相談等に応じる業務を委託する。
【対象者】障害者等
【具体的な活動内容】市から委託を受けた身体及び知的障害者相
談員が、それぞれの担当地区で更生援護に関する相談等に応
じ、必要な指導助言を行う。
　※身体障害者相談員63人（肢体39人、内部障害8人、聴覚8人、
視覚8人）、知的障害者相談員12人

◎ ◎ ○
市
単

相談員数

（単位：人）

相談件数

（単位：件）

◎ ◎○ ◎ ◎ ◎33
相
談

相談等業務委
託事業 障害者福祉

課

　障害者からの多様な相談に応じ、
必要な情報の提供及び助言その他
の障害福祉サービスの利用支援等、
必要な支援を行うため必要な事業で
ある。

－ Ａ

現状のまま継続

◎ Ａ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎
市
単

委託事業者
数

（単位：箇
所）

利用者数

（単位：人）
【概　 要】障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助
言その他の障害福祉サービスの利用支援等を行うとともに、関係
機関との連絡調整等を行う。また、こうした相談支援事業を効果
的に実施するために、地域自立支援協議会を設置し、中立・公平
な相談支援事業の実施のほか、地域の関係機関の連携を強化
し、障害者を支えるネットワークを構築する。
【対象者】市内に居住する障害児（者）及びその家族等
【具体的な活動内容】指定相談支援事業者に委託（社会福祉法人
麦の芽福祉会、社会福祉法人ゆうかり、社会福祉法人慶生会、社
会福祉法人くすの木会）ほか

国
・
県
補
助

補助実施事
業所数

（単位：箇
所）

20年度から
福祉ホーム
利用者数

（単位：人）

身体障害者
の住居の確
保

障害者福祉
課

32
相
談

障害者相談支
援等事業

【概　 要】障害のため、家庭において日常生活を営むのに支障の
ある障害者に対し、低額な料金で日常生活に適するような居室、
その他の設備を利用させるとともに、日常生活に必要な便宜を供
与する福祉ホームの運営に必要な経費の一部を助成する。
【対象者】自立ホームゆめの里・福祉ホームしろやま・ハイムきら
ら・マイホームむぎのめの里
【具体的な活動内容】福祉ホームの運営に対する補助
・入居者1人あたりの月額：定員が10～19人の場合
　3,833千円÷定員数÷12月

31

助
成
・
育
成

福祉ホーム事
業

障害者福祉
課

　低額な料金で日常生活に適する居
室を利用させるとともに必要な便宜
を供与することは障害者の福祉の増
進に寄与するため、福祉ホームの運
営に補助することは必要である。

◎ Ａ

現状のまま継続

◎ ◎ Ａ

【概　 要】重度身体障害者の在宅の改造を行う際に、リフォームヘ
ルパーを派遣して相談に応じ、適切なアドバイスを行うことで、重
度身体障害者の住環境の改善を図る。
【対象者】重度身体障害者（１、２級）
【具体的な活動内容】
　リフォームヘルパーが身体状況や家屋の状況等を踏まえた上で
相談に応じ、適切な助言を行う。また、施行者その他との連絡調
整を行う。

◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎

　活動指標の達成度が低いことか
ら、派遣回数の増加を図るため、広
報の強化などを図るべきである。◎ Ａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

Ｂａ

◎

△ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎

市
単

派遣回数

（単位：回）

重度障害者
の在宅福祉
向上

△30

助
成
・
育
成

重度身体障害
者住宅リ
フォームヘル
パー事業

障害者福祉
課

　重度障害者の在宅での生活支援と
自立促進を図るために、必要な事業
である。◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】重度身体障害者の在宅での生活を支援するため、住宅
改造に必要な経費を助成し、生活環境の整備を図る。
【対象者】重度身体障害者（１，２級）又はその属する世帯の生計
中心者
【具体的な活動内容】
・住宅の浴室・トイレ・廊下の段差解消、手すりの設置や居室の改
造等に要する経費を助成する。
・1,000千円と対象軽費のいずれか低いほうの額に２／３を乗じた
額（上限額666千円）を助成する。

◎ ◎ ◎
市
単

助成件数

（単位：件）

重度障害者
の在宅福祉
向上

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎29

助
成
・
育
成

重度身体障害
者住宅改造費
助成事業

障害者福祉
課
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　平成13年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,469 2,193 2,197 2,105 110 103 105 96

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 110 103 105

2,044 1,768 1,762 1,676

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 100.0% 100.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成6年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

909 861 995 829 121 109 175 100

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 121 109 175

484 436 560 400

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 100.0% 100.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成8年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

9,110 5,956 7,725 7,271 8 9 9 9 75 75 75 80

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 8 9 9 77 86 76

8,685 5,531 7,290 6,842

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 100.0% 100.0% 102.7% 114.7% 101.3%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　昭和54年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

517 491 528 497 25 18 21 18

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 25 18 21

92 66 93 68

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 100.0% 100.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成13年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

9,199 11,101 14,535 15,687 5 6 6 6 170 200 200 200

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 5 6 6 176 210 208

7,925 9,827 13,230 14,399

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,274 1,274 1,305 1,288 100.0% 100.0% 100.0% 103.5% 105.0% 104.0%

(0.30人) (0.30人) (0.30人) (0.30人)

○事業開始年度　平成6年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

727 721 710 828 55 52 48 50

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 52 48 49

302 296 275 399

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 94.5% 92.3% 102.1%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成9年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

440 476 476 936 2 2 2 3 66 89 84 224

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 2 2 2 66 89 84

100 136 128 592

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

340 340 348 344 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(0.08人) (0.08人) (0.08人) (0.08人)

　難病に係る手続き等の窓口は保健
所であることから、利用者等の利便
性向上のため、保健所においても手
続きができるよう検討するべきであ
る。

◎ Ａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

Ｂａ

【概　 要】難病患者等の居宅における療養生活を支援するため、
難病患者等の家庭に対してホームヘルパーを派遣し入浴等の介
護、家事等の便宜を供与し、福祉の増進を図る。
【対象者】難病患者等
【具体的な活動内容】
・難病患者等の家庭にホームヘルパーを派遣して、適切な家事介
護等日常生活の世話を行う。
・生計中心者の前年度所得税課税額に応じて費用負担がある。

◎ ◎ ◎
国
補
助

利用者数

（単位：人）

派遣時間数

（単位：時
間）

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎42

助
成
・
育
成

難病患者等
ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞ
ｽ事業

障害者福祉
課

　在宅の重度身体障害者等の緊急
連絡の手段を確保し、安心して暮ら
すために必要な事業である。◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】在宅の重度身体障害者が安心して暮らせるよう在宅介
護支援システム（緊急通報システム）を設置することにより、身体
障害者の生活の安全を確保する。
【対象者】ひとり暮らしの重度身体障害者（１・２級）及びこれに準
ずる世帯・聴覚障害者を除く・原則として近隣協力者２人以上の確
保が必要
【具体的な活動内容】
　設置費（電話機＋工事費）は日常生活用具の負担基準に基づく
負担とし、通信費は本人負担とする。

◎ ◎ ◎
市
単

緊急通報シ
ステムの設
置台数

（単位：台）

重度障害者
の福祉増進

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎41

助
成
・
育
成

身体障害者在
宅介護支援ｼ
ｽﾃﾑ設置事業

障害者福祉
課

　学齢期の障害児が有意義に楽しく
過ごす場を提供する活動を支援する
ことは必要な事業である。◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】学齢障害児の放課後等の学童保育を実施している団体
に対し、事業の実施に必要な人件費等に対して補助する。
【対象者】６団体
【具体的な活動内容】
　補助金の交付対象軽費の総額に２／３を乗じて得た額と補助限
度額のいずれか低い方の額
・事業に係る人件費及び損害賠償保険料
・事務費（上記の１０％を限度）
・家賃（年額６０万円を限度）

◎ ◎ ◎
市
単

事業所数

（単位：箇
所）

利用登録者
数

（単位：人）

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎40

助
成
・
育
成

障害児学童保
育支援事業 障害者福祉

課

　重度障害者の福祉増進のため必
要な事業であり、更なる利用促進の
ため、制度の周知に努めるべきであ
る。

◎ Ａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

Ｂａ

【概　 要】介護を必要とする状態が6カ月以上継続しているねたき
りの身体障害者の自宅に業者等を派遣し、寝具の洗濯、消毒及
び乾燥を行い福祉の向上を図る。
【対象者】在宅の65歳未満の身体障害者のうち世帯の生計中心
者の前年の所得税が非課税の者
【具体的な活動内容】
　年間３回の利用券を交付する（申請月により回数が異なる）。利
用料は無料。

◎ ◎ ◎
市
単

利用回数

（単位：回）

障害者の保
健衛生向上

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎39

助
成
・
育
成

寝具乾燥事業
障害者福祉

課

　療育施設等への専門的な指導・助
言、在宅の重度の障害児（者）への
訪問療育等を実施するため必要な
事業である。

－ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】　県が行う在宅障害児（者）のライフステージに応じた地
域生活を支援する療育等の事業に助成等を行う。
【対象者】障害児（者）、療育等の事業者
【具体的な活動内容】
・事業者への専門的な支援等や障害児（者）への訪問療育等（県
事業として実施し、市は負担金支出：事業が都道府県・政令市・中
核市が実施する事業のため）
・障害児（者）への相談支援（市の委託事業として実施：療育相談
が中心）

◎ ◎ ◎
市
単

県委託実施
事業者数及
び市委託事
業者数

（単位：事
業者）

施設支援
一般指導
（県）

（単位：件
数）

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎38

助
成
・
育
成

障害児（者）地
域療育等支援
事業

障害者福祉
課

　重度障害者の福祉増進のため必
要な事業であり、更なる利用促進の
ため、制度の周知に努めるべきであ
る。

◎ Ａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

Ｂａ

【概　 要】外出困難な重度身体障害者の自宅に理容業者等を派
遣し、理髪又は美容サービスを行い、福祉の増進に寄与する。
【対象者】在宅の外出困難な重度身体障害者（肢体不自由１級・
視覚障害１級）
【具体的な活動内容】
　年間３回の利用券を交付する（申請月により回数が異なる）。利
用料は無料。

◎ ◎ ◎
市
単

派遣回数

（単位：回）

重度障害者
の福祉増進

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎37

助
成
・
育
成

重度身体障害
者理髪･美容
ｻｰﾋﾞｽ事業

障害者福祉
課

　重度呼吸器機能障害者の経済的
負担の軽減と福祉の増進を図るため
に必要な事業である。◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】在宅で常時、人工呼吸器等を使用している障害者に対
して、これらの機器に係る電気料金の一部を助成する。
【対象者】在宅で常時、人工呼吸器等を使用している身体障害者
手帳の所持者のうち、呼吸機能障害の程度が１級又は３級で、生
計中心者の前年度所得税が非課税世帯の者
【具体的な活動内容】
　２，０００円／月の助成を行う。

◎ ◎ ◎
市
単

受給者数

（単位：人）

重度障害者
の福祉増進

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎36

助
成
・
育
成

在宅人工呼吸
器･酸素濃縮
器使用電気料
助成事業

障害者福祉
課
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　昭和45年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

291,301 276,060 307,361 287,299 12,313 12,311 12,827 11,721

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 11,909 11,260 12,559

287,056 271,815 303,011 283,005

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

4,245 4,245 4,350 4,294 96.7% 91.5% 97.9%

(1.00人) (1.00人) (1.00人) (1.00人)

○事業開始年度　平成8年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

8,448 7,933 8,696 8,044 812 732 712 719

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 746 684 764

7,939 7,424 8,174 7,529

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 509 509 522 515 91.9% 93.4% 107.3%

(0.12人) (0.12人) (0.12人) (0.12人)

○事業開始年度　昭和49年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

29,557 30,819 34,517 34,374 47 52 52 57 2,251 2,416 2,369 2,719

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 47 52 52 2,334 2,435 2,730

29,175 30,437 34,125 33,988

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 382 382 392 386 100.0% 100.0% 100.0% 103.7% 100.8% 115.2%

(0.09人) (0.09人) (0.09人) (0.09人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

0 52,309 100,524 110,178 2,373 8,768 9,560

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 4,387 9,186

52,309 100,524 108,890

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

保健予防課 0 1,274 1,305 1,288 184.9% 104.8%

谷山福祉課 (0.30人) (0.30人) (0.30人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

0 459 899 1,293 24 48 59

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 22 43

247 464 864

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

保健予防課 0 212 435 429 91.7% 89.6%

(0.05人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

0 11,522 30,811 46,098 1,350 3,044 2,843

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 1,293 2,964

10,461 28,636 43,951

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 0 1,061 2,175 2,147 95.8% 97.4%

保健予防課 (0.25人) (0.50人) (0.50人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

0 57,042 158,842 177,964 733 1,931 1,884

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 693 1,785

53,646 155,362 174,529

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 0 3,396 3,480 3,435 94.5% 92.4%

(0.80人) (0.80人) (0.80人)

　障害者の身体機能を補い、障害者
の日常生活や社会生活を向上させ
るために必要な事業である。◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】身体障害者手帳に記載された障害について、損なわれ
た身体機能を代替・補完し、かつ長期間にわたり継続して使用す
るための補装具を購入・修理するための補装具を購入・修理する
ための費用を支給する。
【対象者】身体障害者手帳保持者
【具体的な活動内容】
　装具、車イス、補聴器などの補装具を購入・修理するための補
装具を購入・修理するための費用を支給する。
　利用者負担は1割

◎ ◎ ◎

国
・
県
補
助

交付件数

（単位：件）

障害者の在
宅福祉の向
上

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎49

助
成
・
育
成

補装具費支給
事業 障害者福祉

課

　一時的に施設に預けることで、介
護者の休養及び障害者の福祉の増
進が図られるため必要な事業であ
る。

◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】障害者を介護する者が疾病等の理由により居宅におけ
る介護ができない場合に、一時的に施設で預かり、必要な保護を
行う日帰りのショートステイ
【対象者】身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児
【具体的な活動内容】
・基本時間　３０時間／月（個別事情に応じ追加）
・基準単価　一般６００円／時間、医療型８００円／時間
・利用者負担　５％（生保無料）

◎ ◎ ◎

国
・
県
補
助

延利用者数

（単位：人）

介護者の休
養及び障害
者の福祉の
増進

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎48

助
成
・
育
成

日中一時支援
事業 障害者福祉

課

　介護給付支給決定者以外の障害
者の自立した生活の促進を図るため
必要な事業である。◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】介護給付支給決定者以外の者について、日常生活に関
する支援、家事（買物、掃除、調理、洗濯等）に対する必要な支援
を行い、障害者の地域での自立した生活の推進を図る。
【対象者】障害程度区分が非該当と認定された者のうち、１８年９
月までに自立支援法に基づく家事援助サービスの支給決定を受
けていた者でかつ利用実績のあった者
【具体的な活動内容】
・利用上限時間　１０時間／月
・基準単価　８００円／３０分
・利用者負担　１割（生保無料）

◎ ◎ ◎

国
・
県
補
助

延利用者数

（単位：人）

障害者の福
祉の増進

◎ ◎○ ◎ ◎ ◎47

助
成
・
育
成

生活サポート
事業 障害者福祉

課

　重度障害者の日常生活の便宜を
図り、福祉の増進に資するため必要
な事業である◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】重度障害者に対し、自立生活支援用具等の日常生活用
具を給付又は貸与することにより、日常生活の便宜を図り、その
福祉の増進に努める。
【対象者】重度障害者、精神障害者
【具体的な活動内容】
　在宅の重度障害者に対し、介護・訓練支援用具、自立生活支援
用具、在宅療養等支援用具、情報・意思疎通支援用具、排泄管理
支援用具、居宅生活動作補助用具を給付する。

◎ ◎ ◎

国
・
県
補
助

用具の給付
件数

（単位：件）

重度障害者
の在宅福祉
向上

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎46

助
成
・
育
成

日常生活用具
給付等事業 障害者福祉

課

　入浴困難な重度の心身障害者に
対し入浴サービスを提供することは、
保健衛生の向上及び家族の負担を
軽減するため必要な事業である。

◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】本市に居住する重度の心身障害者で、家族の介助だけ
では入浴することができない者に対し、移動浴槽車を定期的に派
遣し、自宅で入浴サービスを行う。
【対象者】身体障害者手帳１級又は２級の者・知能指数３５以下の
者
【具体的な活動内容】
・移動浴槽車を派遣、自宅での入浴サービスを行う。
・利用回数：１人１ヶ月につき概ね４回以内
・利用料：無料
・浴槽車：１０台

◎ ◎ ◎

国
・
県
補
助

利用人数

（単位：人）

利用回数

（単位：回）

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎45

助
成
・
育
成

訪問入浴事業
障害者福祉

課

　重度心身障害者（児）の保健衛生
の向上と家族の経済的負担の軽減
を図るために必要な事業である。－ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】重度障害者（児）に対し、在宅又は病院等において使用
する紙おむつ等の購入費（レンタル費を含む）を助成する。
【対象者】身体障害者手帳１・２級の肢体不自由者又は、療育手
帳のＡ１・Ａ２・Ａに該当する者で生計中心者の前年の所得税が非
課税である世帯に属する者
【具体的な活動内容】
　月額最高４，０００円の助成金を３ヶ月分まとめて年４回支払う。

◎ ◎ ◎
市
単

受給者数

（単位：人）

障害者の保
健衛生向上

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎44

助
成
・
育
成

重度心身障害
者（児）紙おむ
つ等助成事業

障害者福祉
課

　重度障害者（児）に手当を支給しす
ることは、重度障害者の福祉の増進
に寄与するため必要な事業である。－ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】支給要件に該当する者に対し、市民福祉手当を支給す
る
【対象者】身体障害者手帳：１、２級
　　　　　  療育手帳：A1,A2,B1
　　　　　  精神保健福祉手帳：１，２級
　　　　　　上記に準ずる障害者
【具体的な活動内容】
　本市に1年以上引き続き居住している者で、支給要件に該当す
る者に対し、市民福祉手当を支給する。（年額２４，０００円）

◎ ○ ◎
市
単

支給人数

（単位：人）

重度障害者
の福祉増進

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎43

助
成
・
育
成

市民福祉手当
（障害者・児）
支給事業

障害者福祉
課
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　平成9年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

868 685 651 1,015 7 6 6 6

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 8 3 3

443 260 216 586

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 425 425 435 429 114.3% 50.0% 50.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成12年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

17,500 20,274 22,086 23,407 94 103 116 115 23,110 24,633 33,221 39,062

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 94 103 116 28,531 33,678 37,092

17,118 19,892 21,694 23,021

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山福祉課 382 382 392 386 100.0% 100.0% 100.0% 123.5% 136.7% 111.7%

(0.09人) (0.09人) (0.09人) (0.09人)

○事業開始年度　昭和51年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

102,912 90,037 69,966 92,049 5 7 10 11 13,000 16,000 20,000 22,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 5 7 9 13,377 16,897 21,014

101,638 88,763 68,661 90,761

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,274 1,274 1,305 1,288 100.0% 100.0% 90.0% 102.9% 105.6% 105.1%

(0.30人) (0.30人) (0.30人) (0.30人)

○事業開始年度　昭和49年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

1,178,699 1,300,519 1,413,795 1,423,709 13,377 13,693 14,005 14,169 186,933 196,447 207,792 239,537

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 13,377 13,693 14,169 190,433 217,676 231,268

1,170,209 1,292,029 1,405,095 1,415,121

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

8,490 8,490 8,700 8,588 100.0% 100.0% 101.2% 101.9% 110.8% 111.3%

(2.00人) (2.00人) (2.00人) (2.00人)

○事業開始年度　平成14年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

425 566 489 938 2 2 2 2

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 0 1 2

0 141 54 509

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

保健予防課 425 425 435 429 0.0% 50.0% 100.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　昭和45年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

6,829 6,834 6,820 6,808 3 3 3 3 800 800 800 850

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 3 3 3 645 816 826

6,404 6,409 6,385 6,379

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 100.0% 100.0% 80.6% 102.0% 103.3%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成13年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

4,983 7,656 6,794 11,203 11 11 11 11

　 　 （理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 11 11 11  

738 1,288 269 468 　

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

4,245 6,368 6,525 10,735 100.0% 100.0% 100.0%

(1.00人) (1.50人) (1.50人) (2.50人)

　成年後見制度のより一層の周知を
図るため、制度の広報に努めるべき
である。◎ Ａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

Ｂａ

【概　 要】身寄りのない人などのための法定後見の開始の審判の
申立て及び申立て費用、後見人報酬の助成等を行う。
【対象者】障害・疾病者
【具体的な活動内容】
・成年後見の開始の申立て
・申立て費用、後見人報酬の助成

◎ ◎ ○

国
・
県
補
助

成年後見の
開始の審判
の申立て件
数

（単位：件）

障害者の権
利擁護の推
進

○ ◎◎ ◎ ◎ ◎54

助
成
・
育
成

成年後見制度
利用支援事業 障害者福祉

課

　重度障害者の医療費負担を軽減
し、保健の向上や福祉の増進を図る
ため必要な事業である。－ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】重度心身障害者(児)及び重複障害者に対し、保険診療
により支払った医療費の自己負担額を助成する。
【対象者】身体障害者手帳1，2級、知能指数35以下、身体障害者
手帳3級所持者で、知能指数36以上50以下の方
【具体的な活動内容】
　受給資格証の交付を受けた者が、保険診療により支払った医療
費の自己負担額を後日申請に基づき償還方式により助成する。

◎ ◎ ◎
県
補
助

受給者数

（単位：人）

助成件数

（単位：件）

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎53

助
成
・
育
成

重度心身障害
者等医療費助
成事業

障害者福祉
課

　障害児の早期療育の充実のため、
療育に必要な人材の確保を支援す
ることは必要な事業である。◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】障害福祉サービス給付事業における児童デイサービス
事業に加え、より質の高い訓練や指導のほか専門的な個別指導
やその家族に対する心理的サポートを行う総合的な療育指導を
行う児童デイサービス事業所の運営に対して助成する。
【対象者】社会福祉法人　平成２０年度１１箇所予定
【具体的な活動内容】
・児童デイサービス事業所の運営補助
・運営補助の基準額における限度額の最高額10,682千円
・専門指導補助の限度額の最高額1,750千円

◎ ◎ ◎
市
単

事業所数

（単位：箇
所）

延利用回数

（単位：回）

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎52

助
成
・
育
成

児童デイサー
ビス支援事業 障害者福祉

課

　障害者の健康増進及び孤独感の
解消のため必要な事業である。

◎ Ａ

現状のまま継続

Ａ

【概　 要】重度身体障害者の独居世帯等を訪問して、食事を提供
することにより、栄養及び献立等の面で単調になりがちな食生活
を改善し、障害者の健康増進を図るとともに、孤独感の解消を図
る。
【対象者】本市に居住し身体障害者手帳１～２級を所持する重度
身体障害者で、独居又は重度身体障害者だけの世帯に属し、か
つ食事の調理が困難な者
【具体的な活動内容】
・昼食及び夕食の配食（週６回以内／人）
・１食400円又は200円（住民税非課税世帯又は生活保護受給者）

◎ ◎ ◎
市
単

利用人数

（単位：人）

配食数

（単位：食）

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎51

助
成
・
育
成

ゆうあい訪問
給食事業 障害者福祉

課

　難病に係る手続き等の窓口は保健
所であることから、利用者等の利便
性向上のため、保健所においても手
続きができるよう検討するべきであ
る。

◎ Ａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

Ｂａ

【概　 要】難病患者等に対し、居宅における療養生活を支援する
ため、特殊寝台等の日常生活用具を給付することにより、日常生
活の便宜を図り、福祉の増進に資する。
【対象者】難病患者等
【具体的な活動内容】難病患者等に対し、17種目の日常生活用具
を給付する。
＜主な種目＞便器、特殊マット、特殊寝台、特殊便器、車いす、入
浴補助用具、居宅生活動作補助用具、電気式たん吸引機、パル
スオキシメーター
　生計中心者の前年度所得税課税額に応じて費用負担がある。

◎ ◎ ◎
国
補
助

用具の給付
件数

（単位：件）

難病患者の
在宅福祉の
向上

◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎50

助
成
・
育
成

難病患者等日
常生活用具給
付事業

障害者福祉
課

55
相
談

家庭児童相談
員設置事業

市
単こども福祉課

谷山福祉課

【概　 要】家庭における適正な児童養育、その他家庭児童の福祉
の向上を図るための相談・指導を行うため、家庭児童相談員を設
置する。
【対象者】家庭内における児童について悩みごとをもつ世帯
【具体的な活動内容】
　家庭における児童養育上の諸問題に対し、児童相談所・児童委
員等と連絡調整を図りながら相談・指導を行う。

相談員数

（単位：人）

相談件数

（単位：件）

◎ ○ －◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

　相談員１人あたりの相談件数が少
ないと思われることから、相談員事
業の一層の周知を図るべきである。Ａ Ｂａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

56

啓
発
・
広
報

児童虐待対策
事業

市
単こども福祉課

【概　 要】児童虐待の早期発見と防止等に努めるため、児童虐待
防止についての啓発活動等の事業を行うことにより、児童の人権
保護と児童の心身の健全育成に寄与することを目的とする。ま
た、平成20年度から新たに要保護児童対策地域協議会を設置
し、関係機関とより緊密な関係を図る。
【対象者】代表者会議等構成員（児童総合相談所など関係団体）、
啓発活動（一般市民）
【具体的な活動内容】
・代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会議の開催
・児童虐待防止のための啓発活動

会議回数

（単位：回）

要保護児童
の早期発見
や早期保護

○ ○ －◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎

　児童虐待の早期発見と防止等のた
め、児童虐待防止についての関係機
関との連携及び啓発活動を行うこと
は必要である。

Ａ Ａ

現状のまま継続
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　平成17年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,358 5,591 7,521 8,434 30 30 30 30 732 1,001 1,193 1,699

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 28 30 27 258 1,027 1,478

1,084 4,317 6,216 7,146

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,274 1,274 1,305 1,288 93.3% 100.0% 90.0% 35.2% 102.6% 123.9%

(0.30人) (0.30人) (0.30人) (0.30人)

○事業開始年度　昭和56年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,962 4,060 5,246 5,516 20 20 20 20 600 610 610 610

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 18 27 19 600 609 734

2,537 3,635 4,811 5,087

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 90.0% 135.0% 95.0% 100.0% 99.8% 120.3%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　昭和45年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,508 2,504 2,517 2,508 2,083 2,079 2,082 2,079 5 5 5 5

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 2,083 2,079 2,082 5 5 5

2,083 2,079 2,082 2,079

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成18年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

587 751 733 1 1 1 20 20 20 20

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 1 1 20 20 20

162 316 304

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 435 429 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成8年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

5,409 3,493 3,343 3,503 34 28 24 24 1,200 1,000 800 960

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 34 24 24 954 599 789

4,560 2,644 2,473 2,644

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 849 870 859 100.0% 85.7% 100.0% 79.5% 59.9% 98.6%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

○事業開始年度　平成8年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

1,414 1,391 1,546 1,329 600 610 610 610

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 600 609 734

989 966 1,111 900

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 99.8% 120.3%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成16年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

18,943 13,808 17,894 18,214 44 48 37 27

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 43 29 16

16,820 11,685 15,719 16,067

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

2,123 2,123 2,175 2,147 97.7% 60.4% 43.2%

(0.50人) (0.50人) (0.50人) (0.50人)

57
そ
の
他

育児支援家庭
訪問事業

国
補
助

こども福祉課

【概　 要】児童の養育について支援が必要であると思われる家庭
等に過重な負担がかかる前の段階で、訪問支援を実施することに
より、安定した児童の養育を図ること等を目的とする。
【対象者】出産後間もない時期（概ね１年未満）の養育者で、子育
てに対して不安等を抱える家庭
【具体的な活動内容】
　助産師が家庭訪問を実施し、専門的な育児指導や簡単な家事
等の援助を行う。

登録助産師
数

（単位：人）

延訪問件数

（単位：件）

◎ ○ ○◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　子育てに不安を抱える家庭に対し
訪問支援を実施し、児童の安定した
養育を図るため必要な事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

58
そ
の
他

愛の福祉基金
事業

市
単こども福祉課

【概　 要】一般篤志家からの寄付金を基金として積立て、その運
用利息で母子・父子家庭等の福祉の増進を図る。
  母子・父子家庭等の児童が中学校に入学した時に図書カードを
贈呈
【対象者】中学校に入学する母子・父子家庭等の児童
【具体的な活動内容】
　母子・父子家庭の児童が中学に入学した時に、その入学を祝い
励ますことを目的として、図書カードを贈る。
　１７～１８年度　2,000円、１９年度　2,500円、２０年度　3,000円

寄付件数

(単位：件)

図書カード
贈呈人数

（単位：人）

○ ○ －◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎

　事業目的、対象者が「母子・父子家
庭等児童はげまし事業」と重複する
ことから、事業を統合し、効果的に事
業を推進するべきである。

Ａ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替)

59

助
成
・
育
成

鹿児島市母子
寡婦福祉会補
助事業

市
単こども福祉課

【概　 要】　母子・寡婦の健全な育成と福祉の増進を図るため、鹿
児島市母子寡婦福祉会が行う事業と事務局運営費に要する経費
の一部に対して、補助金を交付する。
【対象者】鹿児島市母子寡婦福祉会
【具体的な活動内容】
①母子会の自主事業（母子寡婦福祉大会、運動会、クリスマス会
等）
②市の委託事業（母子・父子家庭等たすけあい資金貸付事業、母
子・父子家庭等日常生活支援事業、母子・父子家庭等生活支援
講習会事業）

鹿児島市母
子寡婦福祉
会への補助
金交付額

（単位：千
円）

母子寡婦福
祉会の自主
事業の事業
数

（単位：事
業） ○ ○ ○○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

　母子寡婦福祉会の活動は本市の
母子家庭等の福祉の増進に寄与し
ており、同会の活動促進のための助
成は必要である。

Ａ Ａ

現状のまま継続

60

助
成
・
育
成

児童福祉施設
整備費等補助
事業（母子生
活支援施設）

市
単こども福祉課

【概　 要】社会福祉事業の健全な発展と民間の活力の促進を図る
ため、本市内における児童福祉施設の整備を行う社会福祉法人
に対して独立行政法人福祉医療機構から借り入れた貸付利子の
一部を補助する。
【対象者】社会福祉法人　千草会
【具体的な内容　】
　母子生活支援施設　第２千草寮建設費の建設費借入金の利子
補助
　補助率１／２
　借入日：平成１５年４月１２日　　借入金額：49,800,000円

補助件数

（単位：件）

入所世帯数

(単位：世
帯）

◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

　母子家庭の自立促進のため、母子
生活支援施設の運営安定に寄与す
ることは必要な事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

61
そ
の
他

母子・父子家
庭等生活支援
事業

国
補
助

こども福祉課

【概　 要】母子・父子家庭等の自立の促進と生活の安定、向上を
図るため各種事業を実施する。
【対象者】母子家庭・父子家庭・寡婦
【具体的な活動内容】
・母子・父子家庭生活支援講習会事業の実施（子育てや生活全般
について講習会）
・一時的に必要な場合などに家庭生活支援員を派遣し、託児や家
事等の生活支援を行う
・母子・父子家庭等たすけあい資金貸付事業の実施（緊急一時的
に必要な小口資金の貸付）

講習会開催
回数

（単位：回）

講習会参加
人数

（単位：人）

○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　活動指標、成果指標がともに減少
傾向にあることから、利用者の増加
を図るため、一層の事業の周知を図
るべきである。

Ａ Ｂａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

62

市
民
サ
ー

ビ
ス

母子・父子家
庭等児童はげ
まし事業

市
単こども福祉課

【概　 要】母子・父子家庭等の児童が中学校に入学した時に記念
品を贈呈し、その中学校入学を祝い励ます。
【対象者】中学校に入学する母子・父子家庭等の児童
【具体的な活動内容】
　事業開始時から毎年目覚まし時計を贈呈している。

めざまし時
計贈呈件数

（単位：件）

母子・父子
家庭等児童
の福祉向上

○ ○ －◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎

　事業目的、対象者が「愛の福祉基
金事業」と重複することから、事業を
統合し、効果的に事業を推進するべ
きである。

Ａ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替)

63

助
成
・
育
成

母子家庭等自
立支援事業

国
補
助

こども福祉課

【概　 要】母子家庭等の自立を図るため、就業支援講習会の実施
や自立支援教育訓練給付金・高等技能訓練促進費を支給する。
【対象者】就業支援講習会（母子家庭の母、寡婦）、自立支援教育
訓練給付金等（母子家庭の母）
【具体的な活動内容】①就職の際に有利な技能、資格等を取得す
るための講習会を実施
　②職業能力の開発のための講座の受講料の一部を支給（受講
料の20％相当。上限10万円）
　③看護師等の本市が指定した資格の取得について、資格取得
中の一定期間、訓練促進費を支給（月額103千円の範囲内）

自立支援教
育訓練給付
金と高等技
能訓練促進
費の支給人
数

（単位：人）

母子家庭の
母親等の就
労促進

△ △ ○○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○

　活動指標が減少傾向にあることか
ら、利用者の増加を図るために、広
報の充実を図るべきである。Ａ Ｂａ

事業手段の見直し（手段の改善等）
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　昭和45年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

122,727 128,145 135,676 133,053 4,774 5,017 5,017 5,461

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 5,031 5,253 5,571

121,878 127,296 134,806 132,194

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 849 870 859 105.4% 104.7% 111.0%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

○事業開始年度　昭和32年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

6,882 7,358 7,365 7,350 3 3 3 1,200 1,200 1,200 1,200

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 3 3 3 1,105 1,196 1,005

6,457 6,933 6,930 6,921

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 100.0% 100.0% 100.0% 92.1% 99.7% 83.8%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　昭和56年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

284,526 287,073 302,748 302,920 17,232 18,232 18,725 19,132 61,254 62,112 62,870 60,413

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 18,725 19,132 17,304 57,726 59,288 61,614

264,787 267,334 282,520 282,953

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

19,739 19,739 20,228 19,967 108.7% 104.9% 92.4% 94.2% 95.5% 98.0%

(4.65人) (4.65人) (4.65人) (4.65人)

○事業開始年度　昭和62年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

9,473 9,050 9,062 12,653 4 4 4 6 5,000 4,500 4,000 4,500

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 4 4 4 5,065 4,044 3,560

9,048 8,625 8,627 12,009

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 644 100.0% 100.0% 100.0% 101.3% 89.9% 89.0%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.15人)

○事業開始年度　平成8年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

331,595 268,166 189,859 273,456 984 962 914 646

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 878 673 449

328,623 265,194 186,814 270,450

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

2,972 2,972 3,045 3,006 89.2% 70.0% 49.1%

(0.70人) (0.70人) (0.70人) (0.70人)

○事業開始年度　平成8年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

9,081 9,099 8,917 9,105 6,000 6,300 6,500 6,600 9,000 10,000 11,000 13,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 6,330 6,588 6,532 9,482 11,936 12,400

6,958 6,976 6,794 6,958

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

2,123 2,123 2,123 2,147 105.5% 104.6% 100.5% 105.4% 119.4% 112.7%

(0.50人) (0.50人) (0.50人) (0.50人)

○事業開始年度　平成11年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

926 0 0 1,139 10,000 11,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 10,000

714 924

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

212 0 0 215 100.0%

(0.05人) (0.05人)

64
そ
の
他

市民福祉手当
（遺児等修学
手当）支給事
業

市
単こども福祉課

【概　 要】父母の一方又は両方がいない義務教育中の児童を養
育する者に対し、市民福祉手当を支給することにより、これらの児
童の福祉の増進を図る。
【対象者】父母の一方又は両方がいない義務教育中の児童を養
育する者
【具体的な活動内容】
　 対象児童一人あたり年額２４,０００円手当を支給する。

支給件数
（対象児童
数）

（単位：件）

遺児等の福
祉の増進

○ ○ －◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

　経済的支援により、母子家庭等の
生活の安定と児童福祉の増進に寄
与するため必要な事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

65
相
談

婦人相談員設
置事業

国
補
助

こども福祉課
谷山福祉課

【概　 要】女性の身上や生活の相談・助言を行うとともに、売春を
行うおそれのある女子の保護更生のために相談・助言を行う。
【対象者】女性
【具体的な活動内容】
・要保護女子の発見、相談業務
・要保護女子の転落防止と保護更生のために必要な指導
・夫等からの暴力に関する相談等の業務

相談員数

（単位：人）

相談件数

（単位：件）

○ ○ －◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎

　相談員１人あたりの相談件数が少
ないと思われることから、相談員事
業の一層の周知を図るべきである。Ａ Ｂａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

66

助
成
・
育
成

母子・父子家
庭等医療費助
成事業

県
補
助

こども福祉課

【概　 要】母子家庭・父子家庭等の健康と福祉の増進を図るた
め、医療費の一部を助成する。
【対象者】①児童を扶養している母子家庭の母、父子家庭の父、
②①に扶養されている児童、③父母のない児童　※但し、生活保
護法による医療扶助を受けている者、所得が児童扶養手当の受
給制限所得を超える者は除く。
【具体的な活動内容】
　保険診療による一部負担金の額を助成する。

助成対象者
数

（単位：人）

助成件数

（単位：件）

○ ○ ○◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

　母子・父子家庭の医療費による経
済的負担が軽減されるとともに、健
康と福祉の増進を図るため必要な事
業である。

Ａ Ａ

現状のまま継続

67
相
談

母子自立支援
員設置事業

国
補
助

こども福祉課
谷山福祉課

【概　 要】母子家庭及び寡婦の相談に応じ、自立に必要な情報提
供及び指導、職業能力の向上及び求職活動に関する支援を行
う。
【対象者】母子家庭、寡婦
【具体的な活動内容】
・母子寡婦福祉資金貸付・償還業務
・就業、生活相談業務
・母子自立支援プログラム策定業務

相談員数

（単位：人）

相談件数

（単位：件）

○ ○ －○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎

　母子家庭等の自立支援のため必
要な事業ではあるが、成果指標が減
少していることから、相談件数の増
加を図るため、広報の充実等を図る
べきである。

Ａ Ｂａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

68
そ
の
他

母子寡婦福祉
資金貸付事業

特
会こども福祉課

【概　 要】母子・寡婦福祉資金の貸付けを行うことにより、２０歳未
満の児童を扶養している母子世帯及び寡婦の経済的自立の助成
と生活意欲の助長を図り、その福祉の増進を図る。
【対象者】母子家庭の母、母子家庭の児童、父母のない児童、寡
婦
【具体的な活動内容】
　事業開始資金・修学資金・生活資金など１２種類の貸付金の貸
付

貸付件数

（単位：件）

母子世帯及
び寡婦の経
済的自立の
助成と生活
意欲の助長

○ ○ －◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

　母子家庭等の経済的安定を図るた
め本制度は必要であるが、滞納金額
が高額となっていることから、滞納の
理由を十分分析し、対応を検討する
べきである。

Ａ Ｂａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

69
そ
の
他

母子寡婦福祉
資金償還対策
事業

市
単こども福祉課

【概　 要】母子寡婦福祉資金貸付金の償還業務を専門的に行う償
還指導員を配置することにより、貸付金の原資の一つである償還
金の確保を図り、当該貸付制度の適正な運用に努める。
【対象者】母子寡婦福祉資金の債務者のうち滞納がある者
【具体的な活動内容】
・償還金の収納業務
・償還滞納者のうち不在者や行方不明者の現況、追跡調査業務

償還指導員
訪問件数

（単位：件）

指導員によ
る回収償還
金

（単位：千
円）

◎ ◎ －◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

　償還指導員の訪問徴収による収納
額は向上していることから、収納率
向上のため有効な事業であり、必要
な事業である。

Ａ Ａ

現状のまま継続

70

啓
発
・
広
報

母子・父子家
庭等のしおり
作成事業

市
単こども福祉課

【概　 要】　離婚・死別等により母子家庭・父子家庭となった世帯
が新しい人生のスタートに戸惑うことがないよう、児童扶養手当や
母子・父子家庭等医療費助成など各種行政サービスに関する情
報を掲載した冊子を作成し、母子・父子家庭等の自立及び生活の
安定を図る。
【対象者】20歳未満の児童を養育中の母子家庭、父子家庭等
【具体的な活動内容】
　小冊子を作成し、こども福祉課、各支所福祉課・保健福祉課、鹿
児島市母子寡婦福祉会の窓口に配置するほか、各種手続きに訪
れた母子・父子家庭に配布する。

作成部数

（単位：冊）

母子・父子
家庭等への
行政サービ
ス情報の提
供

○ ○ ○◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

　福祉制度全般に関する情報を提供
するものであり、情報を提供すること
で母子・父子家庭等の福祉の向上に
つながるため必要な事業である。

Ａ Ａ

現状のまま継続
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　昭和41年度（人間ドック）　平成8年度（脳ドック） [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

16,397 15,344 16,404 17,972 940 940 940 850

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 903 876 914

15,123 14,070 15,099 16,684

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,274 1,274 1,305 1,288 96.1% 93.2% 97.2%

(0.30人) (0.30人) (0.30人) (0.30人)

○事業開始年度　昭和47年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

120,318 126,088 138,567 83,041 7,460 7,460 7,460 5,500

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 7,415 7,512 8,223

117,941 124,390 136,827 81,538

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

2,377 1,698 1,740 1,503 99.4% 100.7% 110.2%

(0.56人) (0.40人) (0.40人) (0.35人)

○事業開始年度　昭和59年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

7,161 22,266 36,371 20,652 50 50 50 50 14,600,730 14,899,379 15,058,497 12,256,175

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 45.69 48.15 49.75 13,247,836 13,521,702 13,615,058

6,312 18,658 27,671 16,444

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 3,608 8,700 4,208 91.4% 96.3% 99.5% 90.7% 90.8% 90.4%

(0.20人) (0.85人) (2.00人) (0.98人)

○事業開始年度　昭和56年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

31,042 33,539 32,908 34,966 1,457,550 1,772,798 1,911,429 2,032,828 1,897 1,994 2,315 2,391

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 1,772,798 1,911,429 2,032,828 1,994 2,315 2,391

25,311 26,747 25,948 27,881

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

5,731 6,792 6,960 7,085 121.6% 107.8% 106.4% 105.1% 116.1% 103.3%

(1.35人) (1.60人) (1.60人) (1.65人)

○事業開始年度　平成6年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

5,208 3,881 5,949 7,806 3,000 3,000 153,000

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 3,000 3,000 153,000

3,298 2,395 4,426 6,303

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

1,910 1,486 1,523 1,503 100.0% 100.0% 100.0%

(0.45人) (0.35人) (0.35人) (0.35人)

○事業開始年度　昭和56年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

20,747 20,734 22,372 17,529 242,480 339,811 352,051 365,057

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 339,811 352,051 365,057

20,322 20,309 21,937 17,100

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 425 435 429 140.1% 103.6% 103.7%

(0.10人) (0.10人) (0.10人) (0.10人)

○事業開始年度　平成14年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

2,472 1,592 1,338 3,575 12 12 12 12

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 8 6 4

1,920 1,380 1,120 3,360

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

552 212 218 215 66.7% 50.0% 33.3%

(0.13人) (0.05人) (0.05人) (0.05人)

　出産準備期及び出産時における被
保険者の福祉の向上のため必要な
事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

○ －○ ◎ ○ ◎ ○ ○

貸付件数

（単位：件）

被保険者の
福祉の向上
への寄与

△ ○77
そ
の
他

出産費資金貸
付事業

市
単国民健康保

険課

【概　 要】出産育児一時金の支給を受けることが見込まれる世帯
主に対し、出産育児一時金の支給を受けるまでの間、出産に要す
る費用を貸し付け、被保険者の福祉の向上に寄与する。
【対象者】①出産予定日まで1ヶ月以内　②妊娠4ヶ月以上で、出
産に要する費用について医療機関から請求を受け、又はその費
用を支払ったこと。　①、②のいずれかに該当する世帯の世帯主。
【具体的な活動内容】
・貸付額　出産育児一時金支給見込み額の80％を限度
・償還方法　出産育児一時金支給の際に、出産育児一時金と貸
付金債権を対等額において相殺する。

　国民健康保険制度の長期的な安
定運営を図るため、医療費に対する
理解と関心を深めることは必要であ
る。

Ａ Ａ

現状のまま継続

○ －○ ◎ ○ ◎ ◎ ○

通知世帯数

（単位：世
帯）

医療費に対
する意識の
高揚

○ ○76

啓
発
・
広
報

医療費通知事
業

県
補
助

国民健康保
険課

【概　 要】医療費に対する理解と関心を高め、正しい受診、健康へ
の自覚と認識を喚起するもの。
【対象者】鹿児島市国民健康保険被保険者
【具体的な活動内容】
・国民健康保険加入の全世帯を通知対象とし、年6回（12ヶ月分）
の医療費通知を行う。

　国民健康保険制度の長期的な安
定運営を図るため、被保険者の健康
意識の高揚を図ることなどは必要で
ある。

Ａ Ａ

現状のまま継続

○ －○ ◎ ◎ ○ ○ ○

リーフレット
等の発行部
数

（単位：部）

疾病の重症
化予防、健
康への意識
高揚

○ ○75

啓
発
・
広
報

健康づくり推
進事業

県
補
助

国民健康保
険課

【概　 要】被保険者の健康意識の高揚、疾病の予防・早期発見に
より、将来の本市の高医療費の是正を図る。
【対象者】鹿児島市国民健康保険被保険者
【具体的な活動内容】
・リーフレット等の配布による健康指導
・医療費分析
・県主催による研修会への参加及び保健師を伴った業務調査
・医療費安定化対策事業

　国民健康保険制度の適正な運営
のため、点検作業を行い医療費適正
化に努めることは必要である。Ａ Ａ

現状のまま継続

◎ －○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

レセプト枚
数

（単位：枚）

レセプト点
検による被
保険者１人
あたりの効
果額

（単位：円） ○ ○74

許
認
可
・
検
査

診療報酬明細
書点検事業

県
補
助

国民健康保
険課

【概　 要】医療機関から連合会を通じて請求される診療報酬明細
書を嘱託員を雇用して点検を行う。
【対象者】鹿児島市国民健康保険被保険者
【具体的な活動内容】
・レセプトの内容点検、縦覧点検など
・レセプト記号・番号配列及び梱包業務
・第三者行為求償事務の一部を鹿児島県国保団体連合会へ委託

　特別滞納整理課とさらに連携を深
め、国民健康保険税の収納率向上
に努めるべきである。Ａ Ｂａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

◎ －◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

口座振替世
帯率

（単位：％）

国保税現年
課税分収納
額

（単位：千
円）

○ ○73

啓
発
・
広
報

収納率向上特
別対策事業

県
補
助

国民健康保
険課

【概　 要】国民健康保険税の収納率向上を目指し、徴収体制等の
充実・強化を図る。
【対象者】鹿児島市国民健康保険被保険者
【具体的な活動内容】
・滞納処分の強化
・口座振替の普及促進
・広報活動の強化
・滞納整理支援システム稼動による収納率向上

　保険事業の一環として実施するも
ので、被保険者の疾病の重症化予
防のために必要な事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

○ ○○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

利用券交付
者数

（単位：人）

被保険者の
疾病の重症
化予防

○ ○72

助
成
・
育
成

はり、きゅう施
設利用補助事
業

特
会国民健康保

険課

【概　 要】末梢神経疾患及び運動器疾患のある被保険者が、はり
又はきゅうの施術を受けたときの協定料金の一部を補助する。
【対象者】鹿児島市国民健康保険の被保険者であり、前年度の国
民健康保険税を完納した世帯に属する者。
【具体的な活動内容】
・事業案内を「市民のひろば」等で行い、本市の窓口で申請を受け
付け審査を行い、利用券を本人に送付している。
・補助額　１回につき１，１００円（年間６０回まで）
　　交付月によって利用回数は異なる。４～６月は６０回、７～９月
は４５回、１０～１２月は３０回、１～３月は１５回

　保険事業の一環として実施するも
ので、被保険者の疾病の早期発見、
早期治療につながるため、必要な事
業である。

Ａ Ａ

現状のまま継続

○ ○○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

申込者数

（単位：人）

被保険者の
疾病の早期
発見

○ ○71

助
成
・
育
成

人間ドック・脳
ドック利用補
助事業

特
会国民健康保

険課

【概　 要】被保険者の疾病予防及び病気の早期発見・早期治療を
促進するため、ドック利用者に対し、検査料金の一部を補助するも
の。
【対象者】鹿児島市国民健康保険の被保険者であり、前年度の国
民健康保険税を完納した世帯に属する35歳以上の者。
【具体的な活動内容】
・事業案内を「市民のひろば」等で行い、本市の窓口で申請を受け
付け審査を行い、利用券を本人に送付している。
・補助額　人間ドック…検査料金の２分の１で限度額が２万円
　　　　　　　脳ドック…検査料金の２分の１で限度額が２万円

11/13



行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　平成15年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

13,333 15,398 14,498 17,534 537,320 539,990 544,500 549,300

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 267,107 539,659 544,263

9,215 12,002 11,018 13,455

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

4,118 3,396 3,480 4,079 49.7% 99.9% 100.0%

(0.97人) (0.80人) (0.80人) (0.95人)

○事業開始年度　昭和44年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

95,603 89,755 83,474 65,795 466 445 445 440 100 100 100 100

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 445 445 440 95.6 96.8 96.8

89,448 81,902 75,426 60,771

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

6,155 7,853 8,048 5,024 95.5% 100.0% 98.9% 95.6% 96.8% 96.8%

(1.45人) (1.85人) (1.85人) (1.17人)

○事業開始年度　昭和53年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

7,413 7,414 3,730 2,472 11,898 10,111 4,134 1,824

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

市民局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 10,111 10,336 3,811

6,988 6,777 3,077 2,043

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

425 637 653 429 85.0% 102.2% 92.2%

(0.10人) (0.15人) (0.15人) (0.10人)

○事業開始年度　昭和29年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

1,203 1,151 1,638 1,758 3 3 3 3

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 1 0 2

354 302 768 899

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

849 849 870 859 33.3% 0.0% 66.7%

(0.20人) (0.20人) (0.20人) (0.20人)

○事業開始年度　昭和25年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

101,651 104,292 108,395 104,089 2 2 2 2 14,510 15,041 15,562 14,845

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 2 2 2 14,679 15,300 16,084

100,547 103,358 107,525 102,930

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

谷山保護課 1,104 934 870 1,159 100.0% 100.0% 100.0% 101.2% 101.7% 103.4%

(0.26人) (0.22人) (0.20人) (0.27人)

○事業開始年度　昭和60年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

62,975 63,191 66,770 70,713 194,155 218,586 230,595 118,370 105,890 137,803

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 194,155 218,586 230,595 118,370 105,890 137,803

26,680 25,283 26,532 28,503

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

36,295 37,908 40,238 42,210 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(8.55人) (8.93人) (9.25人) (9.83人)

○事業開始年度　平成17年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

4,052 4,733 4,776 4,824 110 132 132 132 155 145 139 132

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 155 145 139 42 58 59

3,670 4,393 4,428 4,480

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

382 340 348 344 140.9% 109.8% 105.3% 27.1% 40.0% 42.4%

(0.09人) (0.08人) (0.08人) (0.08人)

【概　 要】本市の住民で、自立の生計を営むことができない者並
びに援護を必要とする母子世帯、身体障害者及び天災によるり災
者に対し、資金の貸付を行い、民生の安定と福祉の増進を図る。
【対象者】低所得者世帯（市民税の非課税・均等割課税世帯）、母
子・寡婦世帯、障害者世帯、天災によるり災者世帯
【具体的な活動内容】
　貸付金額　100万円以内
　利子　　　　年3%以内
　返済期間　6年以内（うち据置期間4ヶ月）

　低所得者層の自立支援のためなど
に必要な事業ではあるが、貸付件数
が少ないことから、基金の額を減額
するなどの見直しを検討するべきで
ある。

事業手段の見直し（手段の改善等）

○ ○ ○ ○○ ○ ○ Ａ Ｂａ○ ○
市
単

貸付件数

（単位：件）

民生の安定
と福祉の増
進

○81
そ
の
他

民生安定資金
貸付事業 地域福祉課

　高額療養費の現物給付化により利
用者が減少傾向にあることから、基
金の額を減額するなどの見直しを検
討するべきである。

Ａ Ｂａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

○ －○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

高額療養資
金貸付件数
（年間延
べ）

（単位：件）

借受人の生
活安定

○ ○80
そ
の
他

高額療養資金
貸付事業

市
単国民健康保

険課

【概　 要】高額な医療費の支払に必要な資金の貸付・受付事務を
鹿児島市社会福祉協議会へ委託する。
【対象者】高額療養資金貸付基金条例第5条に定める対象者
【具体的な活動内容】
（委託内容）
・高額療養資金貸付申請用紙交付及び申請書受付事務
・計算事務（一部負担金及び貸付対象額等の算定）
・貸付可否の決定及び貸付台帳作成事務

　国民健康保険制度を円滑に運営す
るとともに、国民健康保険税の納付
の利便性を図るため必要な事業であ
る。

Ａ Ａ

現状のまま継続

◎ －○ ◎ △ ◎ ○ ○

納付組合数

（単位：組
合）

納付組合収
納率

（単位：％）

○ ○79
そ
の
他

納付組合長及
び保険委員事
業

県
補
助

国民健康保
険課

【概　 要】国民健康保険事業を円滑に運営するため、また国民健
康保険税の納付の利便を図るため、保険委員納付組合を設置す
る。
【対象者】鹿児島市国民健康保険被保険者
【具体的な活動内容】
・納付組合による保険税徴収
・保険委員による通知書等配布

　国保広報紙の作成にあたっては、
財源の一部を広告収入でまかなうな
ど、経費縮減を図るとともに効果的
な広報を検討する必要がある。

Ａ Ｂａ

事業手段の見直し（手段の改善等）

◎ －◎ ◎ ○ ○ △ ○

広報紙「ひ
まわり」配
布世帯数
（年間延
べ）

（単位：世
帯）

国民健康保
険制度の趣
旨普及の徹
底

○ ○78

啓
発
・
広
報

広報活動事業
県
補
助

国民健康保
険課

【概　 要】国民健康保険の制度の趣旨や事業内容を市民に周知
し、円滑な国保運営を図る。
【対象者】一般市民
【具体的な活動内容】
・国保広報紙の配布
・広報ステッカーの市電・市バス、民間バスへの掲示
・広報電車の運行
・市電・市バス車内音声広告
・JR列車時刻表への広告掲載

82

助
成
・
育
成

法外扶助
（被保護者・準
要保護世帯に
対する扶助）

市
単保護第一課

保護第二課

【概　 要】自立更生意欲の助長を目的として、見舞金等を支給し
自立の促進を図る。
【対象者】被保護世帯及び準要保護世帯
【具体的な活動内容】
・夏季見舞金
・年末見舞金
・ランドセル（新入学児童）
・学童服（小学4年生）
・肩掛けかばん（中学1年生）
・葬祭供物料

夏季・年末
見舞金の支
給回数（被
保護世帯）

（単位：回）

夏季・年末
見舞金の支
給世帯（被
保護世帯）

（単位：世
帯） ◎ ◎ －○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

　見舞金等の内容が、生活保護の法
定扶助と重なるものがあることから、
内容が重複するものについては廃止
するなど事業の縮小を検討するべき
である。

Ａ Ｃ

縮小

83

助
成
・
育
成

被保護者
自立促進事業

国
補
助

保護第一課

【概　 要】生活保護の適正な運営及び被保護者の自立促進を図
る。
【対象者】被保護者
【具体的な活動内容】
・診療報酬明細書等点検充実事業
・面接相談体制整備事業
・扶養義務調査推進事業
・収入調査徹底事業
・資産状況把握徹底事業
・勤労意欲助長事業（職業訓練）

診療報酬明
細等の内容
点検対象数

（単位：枚）

診療報酬明
細等内容点
検により判
明した過誤
調整金額

（単位：千
円）

○ ○ －◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

　生活保護の適正な運営及び被保
護者の自立を促進するために必要な
事業である。Ａ Ａ

現状のまま継続

84

助
成
・
育
成

被保護者
就労支援事業

国
補
助

保護第一課

【概　 要】公共職業安定所職員ＯＢ等の専門員を雇用し、専門的
に就労指導等を実施することにより、被保護者の自立助長を図
る。
【対象者】被保護者
【具体的な活動内容】
・新規相談者・被保護者への就労相談・指導等
・就労巡回指導及び職安・企業への同行訪問
・被保護者への研修

新規相談
者・被保護
者への就労
相談・指導
等

（単位：件）

就労件数

（単位：件）

◎ ◎ －◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎

　専門員による適切な就労指導等に
より、被保護者の稼働能力の活用と
自立の促進が図られるため必要な
事業である。

Ａ Ａ

現状のまま継続
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行　政　評　価　（　継　続　事　業　）

第１編第２章　ともに支えあい、心に届く福祉をすすめる
公平性

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 指標名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

一
次
評
価
結
果

二
次
評
価
結
果

評価理由事務事業名 事業実施課№

事
業
区
分

事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 有効性主な成果指標 達成度 妥当性 効率性

○事業開始年度　平成13年度 [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

1,227 2,290 1,761 401 9 11 8 2

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

健康福祉局 ・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 9 11 8

1,185 2,248 1,717 358

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

42 42 44 43 100.0% 100.0% 100.0%

(0.01人) (0.01人) (0.01人) (0.01人)

85

施
設
維
持
・
管
理

いしき園施設
整備事業（救
護施設）

市
単いしき園

【概　 要】入所者の安全確保と快適な居住環境維持のため、いし
き園の建物、設備の機能維持に必要な改修を行う。
【対象者】いしき園入所者
【具体的な活動内容】
・18年度　白ガス管取替工事、防護柵改修工事　等
・19年度　トップライト天窓取替　等
・20年度　ファンコイル取替修繕　等

修繕工事等
実施件数

（単位：件）

入所者の安
全確保及び
快適な居住
環境の維持

◎ ◎ －◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

　入居者の安全確保及び快適な居
住環境の維持のために必要な事業
である。
　ただし、建替え時の事業主体につ
いては今後検討を要する。

Ａ Ａ

現状のまま継続
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